注記（事業別財務諸表：府営住宅建設管理事業）
１．追加情報
（１）固定資産の減損の状況
[image: image1.emf]減損の兆候がある（減損を認識した場合を除く）もの

用途 種類 場所 帳簿価額（円） 減損の兆候の概要

府営住宅

貝塚橋本

建物 貝塚市橋本 762,743,579

使用低下（入居戸数約４８％）（建替

えによる募集制限等）

土地 12,462,392,141

使用低下の見込み（建替えによる募

集制限等）

建物 141,072,132,159

工作物 1,313,013,622

土地 42,035,048,579

使用低下の見込み（耐震改修による

募集制限等）

建物 34,351,035,941

工作物 16

土地 110,370,392使用低下の見込み（用途廃止）

建物 108,369,694

使用低下（入居戸数約４％）（用途廃

止）

土地 15,415,730,127使用低下の見込み（一部用途廃止）

建物 14,474,083,453

工作物 29,097,919

土地 3,605,574,000

使用低下の見込み（改修・一部用途

廃止）

建物 5,129,482,010

工作物 12

土地 866,041,559

使用低下の見込み（建替え・耐震改

修による募集制限等）

建物 4,862,286,993

工作物 46,549,270

（建替え後）回復の見込

使用低下の見込み（建替えによる募

集制限等）

府営住宅

三原台第１　外

計２０住宅

使用を継続

堺市南区三原台１

丁　外

使用を継続

― （耐震改修後）回復の見込

府営住宅

貝塚橋本第２　外

計５５住宅

貝塚市橋本　外

一体として府営住宅とし

ての用を成しているため

府営住宅

千里青山台　外

計３８住宅

吹田市青山台２丁

目　外

― （建替え後）回復の見込

府営住宅

東三国

（建替え・耐震改修後）回復の

見込

使用低下の見込み（建替え・耐震改

修による募集制限等）

一体として府営住宅とし

ての用を成しているため

（建替え・耐震改修後）回復の

見込

使用低下の見込み（改修・一部用途

廃止）

一体として府営住宅とし

ての用を成しているため

使用を継続・（改修後）回復の

見込

―

使用を継続・（改修後）回復の

見込

府営住宅

高倉台センター

外

計５住宅

堺市南区高倉台３

丁　外

府営住宅

千里古江台・吹田

古江台

吹田市古江台４丁

目

―

―

一体として府営住宅とし

ての用を成しているため

使用低下の見込み（耐震改修による

募集制限等）

一体として府営住宅とし

ての用を成しているため

（耐震改修後）回復の見込

使用低下の見込み（一部用途廃止）

複数の固定資産を一体とし

て行政サービスを提供する

ものと認めた理由

減損を認識しない根拠

― （建替え後）回復の見込

大阪市淀川区十八

条１丁目

― 使用を継続

― 使用を継続


[image: image2.emf]減損を認識したもの

泉南岡田（元府

営住宅）

土地

泉南郡田尻町

大字吉見

147,127,551

使用終了(売却・貸付・地

元自治体に譲渡を予定）

0

用途 種類 場所

減損前の

帳簿価額

（円）

減損に至った経緯

減損損失額

（円）

帳簿価額と比較する正

味売却価額・使用価値

相当額の別とその算出

方法

摘要

減損損失額の算出方法の概要

減損後の

帳簿価額

（円）

147,127,551

正味売却価額（路線

価を採用）

正味売却価額が帳簿

価額を上回っているた

め減損損失額は０

―

複数の固定資

産を一体として

行政サービスを

提供するものと

認めた理由


（２）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
①事業の概要
府営住宅の企画・整備・運営・管理等を行っています。
　　　②当該事業に関し説明すべき固有の事項
　　　　　　平成24年度から、府営住宅事業特別会計を設置しました。

